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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第11款 災 害 復 旧 費

１  農林水産施設
災害復旧費

１ 農業施設災　　 
害復旧費
 （P216）

1,765,332,231
（1,816,328,231）
翌年度への繰越
事業費繰越額

226,634,889
耕地災害復旧事
業費

1,413,941,766
（1,464,895,117）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

1,413,641,766
一 般 財 源

300,000

耕地災害復旧事業
（農村振興課）

水田・茶園等災害復旧
事業

（農村振興課）

１　施策の趣旨等
　台風、豪雨、洪水等の異常な天然現象によって被災した農地、農業用施設の効用や機能の
回復と再度の災害を防止し、農業経営の安定を図るため、農林水産業施設災害復旧事業費国
庫補助の暫定措置に関する法律及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法
律に基づき、その復旧に対して補助する。

２　施策の実施状況
 　     　 　　　　　　　　箇所数          　　　 事 業 費             　　　  補 助 金
　29年災 農地 108箇所　　　　 120,757,298円　　　　  114,153,550円
 施設 129 195,181,270 190,390,859
　30年災 農地 126 111,528,379 103,885,594
 施設   80  135,865,942 130,927,290
　元年災 農地   １ 764,773 673,000
　　　　　　　  計 444 564,097,662 540,030,293

３　執　　行　　額 540,330,293円
                                      　　　　     　　　　　　　　　　　   （うち補助金　540,030,293円）

１　施策の趣旨等
　平成30年７月豪雨により被災した農地、農業用施設の効用や機能の回復と再度の災害を防
止し、農業経営の安定を図るため、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関
する法律及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づき、その復旧
に対して補助する。

２　施策の実施状況
 　     　 　　　　　　　　箇所数          　　　 事 業 費             　　　  補 助 金
　30年災 農地 162箇所　　　　 293,399,264円　　　　  274,925,554円
 施設 220 611,127,358 598,685,919
　　　　　　　  計 382 904,526,622 873,611,473



― 321 ―

― 320 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
３　執　　行　　額 873,611,473円
                                     　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　  　 （補助金）

１　施策の趣旨等
　台風、豪雨、洪水等の異常な天然現象によって被災した林道施設について、機能の回復   
及び林業経営の安定を図るため、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関   
する法律及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づき、災害復   
旧事業を実施する。

２　施策の実施状況
 　     　 　　　　　　　　箇所数          　　　 事 業 費             　　　  補 助 金
　補助営　　30年災　　  132箇所　　　　  510,511,000円 474,652,000円

 
３　執　　行　　額 478,447,280円

                                                   　　　　　　　　　　　　　 （うち補助金　474,652,000円）

１　施策の趣旨等
　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等に基づき、過年及び現年発生の災害に係る復旧
工事を行い、公共土木施設の機能回復を図る。

２　施策の実施状況
　　　　　　　   箇所数　　　　事　業　費
　29年災　　　  89箇所　　  1,078,923,132円
　30年災　　　496　　　　  5,981,788,760
　元年災　　　  ２　　　　　　 67,988,000
　　計　　　　587　　　　 7,128,699,892

３　執　　行　　額 7,128,699,892円

林道災害復旧事業
（森の保全推進課）

公共土木施設災害復旧
事業

自然環境保全課
河　　川　　課
砂　　防　　課
都 市 計 画 課（ ）

２ 林業施設災　　 　
害復旧費
 （P216）

２  土木施設災害
復旧費

１ 河川等災害
復旧費
 （P218）

714,972,000
（733,845,000）

翌年度への繰越 
事業費繰越額   

211,227,000
林道災害復旧事
業費

17,279,692,356
（17,391,730,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

5,597,657,300
平成29年発生土
木災害復旧事業
費 

116,475,800
平成30年発生土
木災害復旧事業
費 

5,011,823,541
令和元年発生土
木災害復旧事業
費 

130,448,000
単独災害復旧事
業費

338,909,959

478,447,280
（497,315,678）

決算額の財源   
内訳           
国庫支出金     

476,800,000
繰　越　金

911,280
一 般 財 源

736,000

9,504,564,954
（9,591,231,226）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

4,727,078,224
繰　越　金

25,113,267
府　　　債

4,751,000,000
一 般 財 源

1,373,463
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１　施策の趣旨等
　土木施設災害に係る復旧工事を実施し、公共土木施設の機能回復を図る。

２　施策の実施状況
　　　　　　　   箇所数　　　　事　業　費
　29年災　　　  28箇所　　　　56,980,090円
　30年災　　　723　　　　  2,285,075,531
　元年災　　　  11　　　　　　33,809,441
　　計　　　　762　　　　 2,375,865,062

３　執　　行　　額 2,375,865,062円

１　施策の趣旨等
　国直轄河川、道路等の災害復旧のために要した費用を負担し、再度災害の未然防止を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　　事  業  名　　　　年　　災　　  河川名等　　　  事  業  費　　　執  行  額
               （府負担金）
　直轄河川等  3 0　年　災 淀川水系　
　災害復旧事業  桂川　　　　   42,189,000円　  14,048,000円

　直轄河川等  　　  〃 淀川水系
　災害復旧事業  木津川 7,295,000 2,429,000

　直轄河川等  　　  〃 由良川水系 
　災害復旧事業  由良川 38,292,000 12,751,000

　直轄河川等  元　年　 災  淀川高山ダム 3,458,000 1,151,000　災害復旧事業 　 
　直轄河川等  過年度精算額   △ 2,875,571　災害復旧事業
　　　 計   91,234,000 27,503,429

１　施策の趣旨等
　平成30年７月豪雨及び台風21号等により被災した府民利用施設などの早急な復旧を図る。

単独災害復旧事業
（砂  防  課）

国直轄災害復旧事業
（砂  防  課）

府民利用施設等災害復
旧事業

人材確保・
労働政策課
住 宅 課
管 理 課

30,654,000
（30,654,000）

284,935,000
（284,935,000）

２ 国直轄事業
費負担金
 （P218）

３ 庁舎等災害復
旧費
１ 庁舎等災害

復旧費
 （P218）

27,503,429
（27,503,429）

決算額の財源
内訳
府　　　債

24,000,000
一 般 財 源

3,503,429

243,649,125
（243,649,125）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

93,852,000 （ ）
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２　施策の実施状況及び執行額
 　　　　　　　　　　　　　　　　　  箇所数　　　　　　　　　　　執  行  額
　庁舎等施設 　　　　　　　　　　   ６箇所　　　　　　　　　　 79,857,000円
　府立学校施設　　　　　　　　　　   27 　　　　　　　　　  163,792,125
　　　計  33  243,649,125

繰　越　金
73,168,000

府　　　債
65,000,000

一 般 財 源
11,629,125


